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第一次大戦以降成立してくる現代資本主義を、資本主義から社会主義への過渡期にあるものと捉えることについて
は、こんにち異論をさしはさむ研究者はいないであろう。特に第二次大戦以降の資本主義は、第一次大戦とは比較に
ならぬほどの「人的・物的資源」の消粍を第二次大戦において強制されたので、いちじるしく弱体化したために、過
渡期的性格を鮮明にクローズ・アップすることになったのである。
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一九一七年のロシア革命によるソヴィエト政権の成立は、それまでのいわゆる古典的帝国主義段階における帝国主
義諸列強間の不均等発展にもとづく対立・抗争を軸にして、資本主義史上最初の世界戦争に収散していくような、帝
国主義的な世界市場の再分割闘争Ⅱ再編を一義的に展開することを許さなくなったものとして、その歴史的意義を与
えられている。以上の意味において、第一次大戦以前の「古典的帝国主義の時代」は終焉し、それ以降いわゆる「解
体期にある帝国主義の時代」、あるいは世界史的には「過渡期にある資本主義の時代」と呼ばれるのである・
では一体、第二次大戦後における資本主義は、同じく過渡期にある資本主義の時代にあるとはいっても、両大戦間
期のそれといかなる意味で異なっているのであろうか。勿論、この問題は論者の分析視角によってそれぞれ違ってこ
ざるをえないことはいうまでもない。分析視角は現実の経済過程を客観的に対象とする経済学者にとっては、それぞ
れの鮮烈な歴史認識に支えられることなしにはありえない。したがって、そうした歴史認識に支えられてはじめて、
現実の過程が展開する諸特徴あるいは諸指標のいずれをもってその基本的なあのとするかの選択も可能となる。まず
大島澗氏の分析視角を取り上げてふよう。
「第二次大戦後の資本主義世界は、はなはだしく弱体化した。第一次大戦の経過のうちにソビエト・ロシアが誕生
するとともに、人類社会の歴史は資本主義から社会主義への過渡期に入ったといいうるのであるが、第二次大戦はこ
の過程をいちじるしく促進したのである。……第一次大戦後と第二次大戦後をくらべたぱあい、その決定的相違は一
九二○年代には金本位制の再建によって資本主義世界の復興が進められたのに対し、第二次大戦後はＩＭＦ体制すな
わちドルによって復興への道がひらかれたことにあるといえよう。……第一次大戦後のぱあいには国際的な金本位制
の維持が不可能のことのうちに資本主義の没落過程が反映されたように、第二次大戦後の資本主義体制の危機は、国
際経済関係においてはドル危機としてあらわれる。したがって、ドル危機が発生する国際経済上の構造を究明するこ
（１） 
とが、第二次大戦後の国際経済の特徴を明らかにすることに通ずるものということができる。」
（１）大島清編『戦後世界の経済過程』一九六八年、東京大学出版会、一一一’四ページ。
みられるように、大島氏は第一次大戦後の現代資本主義を過渡期Ⅱ没落期と規定し、その指標を通貨体制の危機に
求められている。特に第二次大戦後の資本主義体制の危機をＩＭＦ体制の危機Ⅱドル危機としておさえ、ＩＭＦ体制
の危機に収敵する国際経済関係の展開が、すなわち第二次大戦後の世界経済論を形成するものと理解されている。し
たがって、氏の著作も「ドル体制の形成」、「ドル体制の展開」、「ドル体制の危機」の一一一部構成をとっているのも、
そうした分析視角からいえば当然なことである。
木下悦二氏は大島氏のような分析視角を評して「ＩＭＦ・ＧＡＴＴ体制的視座」と呼んでいる。「だが、われわれ
はこの視座そのものに疑問を提出したい・この視座に立つ世界経済とは本質において少数の高度資本主義国の織りな
す世界経済である。」このような「世界経済とはこれら諸国の利害そのもの」であり、したがって「ＩＭＦ・ＧＡＴ
（２） 
Ｔ体制的視座とは結局のところその利害の枠内に世界経済を限定するもの」であるから、それは所詮世界経済論をな
しえないものだといわれるのである。
（２）木下悦二『現代世界経済論』一九七八年、新評論、二一一ページ。
で峰木下氏自身による現代世界経済論、ないし現代世界経済の「過渡期」性格は、いかに把握されているであろ
うか・木下氏はレーニンの『帝国主義論』を引合いに出しつつ、レーニンの「段階規定の根底にあるのは世界の分
割」という事実であるのに対し、植民地制度が崩壊した第二次大戦後には「段階としての帝国主義」という規定に
（３） 
一一一
現代世界経済論の構図
現
代
世
界
経
済
論
の
構
図
四
「重大な修正」を加えなければならないという。つまり「今日では経済における独占が政治における独占的、暴力的、
侵略的行動様式をいつの場合も貫ぬき通すのを許されなくなっている。そのことからいって、一つの時代の終結を指
摘したい。独占資本主義の経済法則がもはや一義的に貫徹しえなくなり、世界を政治的、経済的に思いのままに支配
しえなくなった。つまり植民地制度の崩壊によって独占資本主義はもはや『段階としての帝国主義』を構成しえなく
なった。それゆえ、今日の帝国主義は『政策としての帝国主義』であり、それをわれわれは『新植民地主義』と呼ん
でいるのである。したがって、現代世界経済は、資本主義から社会主義への過渡期における新しい段階に入ったと提
（４） 
』えてよいであろう。」
（３）木下悦二、詩
（
４
）
木
下
悦
二
、
錨
とである。
（３）木下悦二、前掲書、二一ページ。
（４）木下悦二、前掲書、二一’二二ページ。
（５） 
大島氏と違って、木下氏の場合、その分析視角は「植民地制度の崩壊こそが現代を規定する‐もっと●も重要な要因」
にあると考えられており、そうした視角に立っての過渡期性格の把握であることは、上記の引用文からも明らかなこ
（５）木下悦二『現代資本主義の世界体制』一九八一年、岩波書店、一一一五ページ。
ここで大島、木下両氏の分析視角を取り上げたのは、現状分析を試みる際にそれぞれの論者の歴史認識が視角にい
かに反映されて、相異なった帰結を生糸出すのかを明らかにするためである。本稿の課題は、両氏の分析視角そのも
のの妥当性を検討することにあるのではなく、私自身の視角を提示することにある。大方のご批判をえられれば幸い
である。
と
０ 
一九一四年夏にはじまり、一九一八年二月で終わる第一次大戦は、周知のように、資本主義的諸列強間の不均等
的発展にもとづく世界市場の再分割闘争の必然的産物であった。したがって、そこから帰結されてくる世界経済の再
編問題は、当然に戦争の勝者（Ⅱ英仏などの連合国）による敗者（Ⅱドイツ、オーストリア・ハンガリー帝国などの
同盟国）の市場の奪取をもって完了する。戦前二九○五年）、ドイツは海外に約一四○○万の人口を抱える一○○
（１） 
○平方マイル（ドイツ本土の面積の約五倍に相当する）に達する植民地を領有していたが、敗戦の結果、それらは
「委任統治領」の名の下にすぺて没収されることになった。これら海外領土のうち、東アフリカはイギリス。、ヘルギ
ーに、西南アフリカは南アフリカ連邦に、トーゴーランドとカメルーンはそれぞれ東西に分割されてイギリス・フラ
ンスに、赤道以北の南洋諸島は日本に、以南はオーストラリア仁など、連合諸国は獲物を分け合っただけではなく、
ドイツ本土の、面積において一三％、人口において一○％の地域を分割した。これら領土条項は、賠償、制裁などの
条項とともに、連合国とドイツとの間に一九一九年六月一一八日締結されたヴェルサイユ条約によって確定したもので、
続いて連合国はオーストリアとサン・ジェルマン条約（同年九月一○日）、ブルガリアとヌィィー条約（同年二月
一一七日）、ハンガリーとトリアノン条約（一九二○年六月四日）、トルコとセーヴル条約（同年八月一○日、この条約
はトルコで批准されなかったので、のち一九一一一一一年七月二一一一日にセーヴル条約を破棄して新たにローザンヌ条約を締
結）を結び、勝者による戦後処理は一応完了した。これら一連の「平和条約」の中核をなすものはいうまでもなくヴ
ェルサイユ条約であり、われわれはこうした連合国による同盟国処理をもって、ヴェルサイユ体制Ⅱ戦後再編体制と
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（１）］・諺・因◎ず⑩。旦冒で且ロー尉目・鱈⑩２号・］呂暉・矢内原忠雄訳『帝国主義論』上巻、一九五一年、岩波書店、六八ページ・
ヴェルサイユ条約によって、フランスは前述のようなドイツ領の一部の支配権をえただけでなく、そののちトルコ
帝国処理の過程で旧トルコ領から新たに生まれたシリア、ビハノソをも「委任統治領」として猶得した。このほかに
フランスは自己の戦災地の復旧のためだけでなく、戦時中の対米俄務支払いの財源として巨額の賠倣を要求した。ヴ
ェルサイユ条約第二一一二条は「ドイツ国及びその同盟国の攻撃によって強いられた戦争の結果その政府及び国民の被
った一切の損失及び損害について、責任がドイツ国及びその同盟国にあることを断定し、ドイツ国はこれを承認す
る」としており、その額、支払い方法は一九一二年五月一日までに連合国賠償委員会によって決定されるとしてこの
条約には明記こそされなかったけれども、「政府及び国民の被った一切の損失及び損害」、つまり一般人民の損害は
もとより死傷軍人とその家族への支払いなど、到底金額で表わすことが困難であろうと思われるほどの途方もない賠
償要求を合法化したのである。当時のイギリス首相ロイド・ジョージとフランス首相クレマンソーは、ドイツに可能
な限り多く支払わせるためには「平和条約」に賠償総額を明文化しない方が有利であるとの一致した判断をもってい
（２） 
た。こうして一九二一年五月、連合国賠償委員会はドイツの賠償総額を一一一一二○億金マルクと決定し、それにペルギ
（３） 
－戦債肩代り分四○億マルクを加えて一三六○億マルクとした。これはドイツ側で予想していた一一一○○億マルクをは
るかに上回っただけでなく、ドイツがかつての経済力を回復するときにはじめてヨーロッ・〈繁栄があるとしつつ、ド
（４） 
イッの賠償支払能力を最大限二○億ポンド（Ⅱ約四○○億マルク）と見紋したＪ・Ｍ・ケインズの予想をも大幅に
上回る、まさに「天文学的」数字であった。
呼ぶ。
六
（２）『岩波辮座世界歴史』第二五巻、一九七○年、岩波書店、三一ページ。もっとも、テイラーの見解はこれとは違っている。
すなわち「批乱された一九一九年の雰囲気のなかでこまかく定められた数字が、どれも懲嗣的なそして非現実的なほどに高い
ことをロイド。ジ富ｌジは承知していた。そのため彼は、条約はドイツの負担に関して原則をのべるにとどまり、金額はのち
に、その財政能力を冷静に検討したあと確定さるべきであると勧告した。」（シ・］・勺・曰ご－．『・向昌一扇ヶ目⑫８ｑ》】巴←‐］農、》
Ｓ＆・都築忠七訳『イギリス現代史』Ｉ、一九六八年、糸すず書房、一二一ページ）
（３）国．○・三．巳ｓｐｇ１Ｏ団・富。⑦日吋の．。①【日目ぺのＣ：：』［］８℃Ｐ］・ｓｇ（『のロ『・】臼⑭）・勺・巴。
（４）］・言・【の百①ｍ・曰訂向８口。且ｎｏ：いのＰ臣の：厨。（晏の句８８．ここ・早坂忠訳『平和の経済的帰結』一九七七年、東洋
経済新報社、一五七ページ。
ドイツ賠償に関して、英仏、特にフランスがこのような巨額の賠償を要求するにいたった事情はなんであったろう
か
。
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れる。無条件に、かつなんらの例外なしに、一切の外債は破棄される」との宣言であろう。戦前（一九一四年）、フ
（６） 
ラソスは海外投資総額四五○億フランの二五％にあたる一一一一一億フランをロシアに投資していたのだが、それら多額
のロシア投資は上記の布告宣言によって回収不能に陥っただけでなく、対トルコ投資（三一一一億フラン）も同様であっ
た。これがフランスをして対独賠償交渉に際し、きわめて強硬な、高圧的態度をとらしめた背景であったと考えられ
る。第二には空前の規模での戦費である。フランス国家財政は戦争遂行のための莫大な戦費を中心として急速に膨脹
し、一九一四年から一八年の軍事費総額は一二一一一一億フラン、年平均二四六億フランであり、戦前（一九一一一一年）の
（７） 
経常予算総額約五○億フランの五倍に達する大きさであった。この軍事費はフランス財政の経費総額の約七割を占め
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以上のようなフランスの対独賠償政策は、領土条項と並んでドイツからの徹底的剥奪を目指したものであったが、
それでもなおフランスにとっての悩柔の種は、ヨーロッ．〈の安全保障問題であった。安全保障問題は前述の賠償問題
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に、結果的にはその主張がアメリカによって反対され、取り下げたとはいえ、戦費をもドイツに負担させるべきであ
ることを強く主張したのである。第三には戦費調達のためにフランスは米英の金融援助を受け、戦争終結時には戦前
（８） 
の債権国（純債権三八○億フラン）から償務国（純債務六八億フラン）に転落したことである。すなわち、一九一八
年末現在、フランスの公的債務残高総額は二一一二億フラン、うちイギリスに対し一一八億フラン、アメリカに対して
（９） 
一一一二億フランに達し、これがのちにいわゆる戦債と賠償の連動関係をひき起こし、ドイツが賠倣を支払うことを前
提としてのみ戦債は処理されうることを明らかにしていくのである。第四には一八七一年の普仏戦争での敗戦以来の
対独憎悪感情を煽り、それが報復主義へ世論を結集することになったことである。その上、主たる工業地帯が焦土と
化し、ドイツ軍の侵入によって豪つたうラソスの重工業生産は大打撃を受けることになり、その復興に多額の資金が
'へ′■、／、′■、′■、
９８７６５ 
、-ノミーノ、.ノミーノＬノ
『レーニン全集』第二六巻、大月識店、四○一ページ。
ｍ・国・ロ◎二ｍ戸田『：○のＩシ■一い［Ｃｕ。【ｚ色二．息一両８口。Ｂ一ｓ」『９１巳②ＰＳ四℃（Ｈｇ『・］弓Ｓ・己・囲切・
幻・旨・因＆函・目嵜の勺巨匡一・国口：。①。｛勺。ｍ［乏胃田圃目⑪】ｇＰｂ・』巳・
の・因。、］◎色、戸◎己・ロ［。ご己・山①四・
エ・○・旨。巨一［。ｐ出ゴユＯ・伊のゴー⑫。『ずの旬【の回りラロの官勺『。この日・』褐、（円の己『・】弓⑬）】で．』圏．
とともに、ヴェルサイユ条約によってのちにその解決が持ち越された一一つの重要な課題をなすものであった。賠償問
題についてはすでに簡単にみたので、ここでは安全保障問題を取り上げてゑたい。
まず第一に、ドイツとの国境問題である。一九一九年二月の。くり平和会議に提出されたフランスの覚書によると、
「危険はライン河の左岸とその橘梁をドイツが領有していることから生ずる。……当面の情勢にあっては西欧と海外
（、）
の民主主義諸国の安全のためにはこれら諸国が必ずライン河の橋梁を守備しなくてはならない」とある。連合国によ
るライン河左岸占領榊想の表明であった。もっとも、フランスは大戦中、ライン河左岸の併合を画策していたのである。
すなわち、第一次大戦のさなかの一九一七年一一一月一一日、フランスは麗仏協定を結び、連合国の勝利後におけるライ
ン河左岸併合計画に対するロシア政府の合意をえていたのであるが、当時のロシア政府がボリシェヴィキ党によって
打倒されたので、その計画も挫折したのである。大戦後、フランスは代案として占領政策を打ち出していったが、ラ
イン河左岸に住む五○○万以上のドイツ人を分離することは、民族自決の原則に反するとして、当時のアメリカ大統
領ウィルソンやロイド・ジョージの反対に逢着し、・くり平和会議は重大な難局に陥ったのである。激しい対立ののち、
ウィルソン、ロイド・ジョージ、クレマンソーは一九一九年四月一一二日に一一一巨頭会談を開き、ライン河左岸の占領政
策案をフランスが破棄する代わり、その補償として次の二点で合意することになった。第一にはライン河左岸の一五
年間占領、右岸五○キロメートルの非武装化、第二にはイギリスとアメリカはフランスと保障条約を締結し、将来の
ドイツのフランスへの侵略に際し、共同の軍事行動を起こすことを保障したこと、であった。こうしてフランスは、
当初の野望が砕かれたという不満を抱きながらも、米英による独仏国境の保障を獲得したことで満足しなければなら
なかったのである。
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第二に、ドイツ東部国境問題である。ヨーロッパの安全保障とフランスがいう場合には、第一に述べたドイツ西部
国境の象ならず、ドイツ東部国境をも含めて考えているのである。前者は、ドイツと国境を接しているフランスがド
イツの直接的侵略に備えるためには、フランス一国の力では到底防ぎえないところから、いきおい集団的な安全保障
体制を敷設しなければならないという要請から発している・これに対し後者は、ドイツとロシアとの間に挾まれた東
ヨーロッパ諸国へのドイツ侵略に備えるためであり、仮にドイツの侵略によって東ヨーロッパ諸国が占領でもされれ
ば、強力となったドイツは再びフランスを脅かすことは必定であるという判断にもとづいている。こうしてフランス
は、東ヨーロッパ諸国との安全保障体制を構築し、ドイツを東西から包囲しようというわけである。
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（、）向・■・ａ四目・閂。［の自画二．目」幻の］鯵二○口いずの§の。ｐＳの司三・言。Ｒ－１言画『⑫』臼垣‐］①９．巳ムヨ・衛藤藩吉・斉藤孝訳『両大戦
間における国際関係史』一九六八年、清水弘文堂書房、二七ページからの再引用。
ところが、パリ会議において米英を含めた連合諸国が調印したヴェルサイユ条約は、一九一一○年一月一九日アメリ
カ議会によって批准が拒否され、それとともに前述の米仏条約も葬り去られたのである。したがってまた、英仏条約
も無効となり、フランスは改めて安全保障の新しい道を模索しなければならなかった。これがのちのロカルノ条約と
なって結実する。すなわち、それは一九一一五年一○月におこなわれたロカルノ会議での討議を経て同年一二月一日に、
イギリス、フランス、ドイツ、ベルギー、イタリアの間で調印された相互安全保障条約であって、基本的にはドイツ
西部国境の現状維持、ラィンラントの非武装化を再確認し合ったものである。これによってドイツは、一九一一○年一
月に発足した国際連盟加入への国際的支持をうる基盤をもつことになり、一九二六年九月にその加入が実現したので
ある。
ところで、ドイツをはじめとする旧同盟国と連合国が矢継ぎ早に講和条約を結んでいったことは前に述べたが、そ
れは当時、ロシア革命に端を発した革命の高波がヨーロッパ大陸を席捲していたからであって、連合国はこれら革命
勢力を撃退しつつ、講和条約の締結を急いだ結果であった。これらの諸条約によって、オーストリア・ハンガリー帝
国はオーストリア、ハンガリー、チェコスロヴァキアの一一一国に分解し、新しくポーランドが独立し、スロヴェニァは
セルピアと旧くソガリー帝国から割譲を受けたクロアチァを併合してユーゴスラヴィァを建国した。それらは「戦前
の経済との連続性」を全く無視した、「民族自決」という名の下での、すぐれて政治的な新しい国境の線引き作業
（ｕ） 
の産物であった・東ヨーロッパにおけるこれら新生の弱小国家群の誕生は、戦前の統一的な有機的な経済を喪失せし
めただけでなく、概して農業国である東ヨーロッパ諸国は戦後の世界経済構造変化の中で、艇産物処理に一貫して岬
吟することになったのである・これらの東ヨーロッパの弱小諸国をしてドイツ包囲網の一環たらしめるためには、フ
ランスはそれら諸国と同盟関係を結び、相当な軍事援助を与えなければならない。フランスが「ヨーロッパの憲兵」
たらんとするために当然に払わねばならない犠牲である。
（ｕ）閂・弓・因の『自ら目』。。宛昔嵐・同８口◎己一○己のご宛－．℃Ｂ①ロ斤冒同色印【ＩＣのロ［目一両日。ｂの旨昏の』習う：」ｇ［ゴ○の日日｝の⑩】
】臼』も。】『い・南塚信吾監訳『東欧経済史』一九七八年、中央大学出版部、一一一一一ページ。
第一次大戦が休戦した一九一八年二月ののちにおいても、ロシアでは反革命軍である白軍と赤軍とが戦闘状態に
あり、連合国は引続いて白軍に軍事援助を与えて、ポリシェヴイズムに対する干渉戦争を展開していた。イギリスは
フランスと共同の軍事行動を起こし、また一億ポンドという巨額の軍需品を反革命軍に提供」鶴。一九二○年四月、
白軍の要請を受けてポーランド軍がロシアに侵入し、いわゆるソヴィエト。ポーランド戦争が開始され、同年夏の赤
一一
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軍のワルシャワ進攻によってポーランドが危機に陥った際、フランスは大規模な軍事援助をおこない、辛じてワルシ
ャワ陥落を免れ、赤軍を撃退するのに成功した。一九二一年一一一月のリガ条約によってソヴィエト・ポーランド戦争が
終燈する直前の同年二月、フランスはポーランドと同盟条約を締結したが、この条約は前述したところから明らかな
ように、ドイツ包囲網という性格と並んで、反ポリシェヴイズムという性格をも併せもつものとしての歴史的意義を
与えられたものであった。ポーランドに与えられた後者の特殊歴史的な性格は、通常緩衝地帯あるいは防疫線といわ
れるところのものである。ポーランドに緩衝国たる位置づけを与えたのは恐らくレーニンが最初であろう。すなわち、
レーニンは一九一一○年一○月初頭に開かれた皮革製造業労働者・職員大会において、ソヴィエト・ポーランド戦争の
国際的意義をつぎのように語っている。「ユデーーッチ、コルチャック、デーーキンを打ちやぶることによっても、われ
われはヴェルサイユ講和条約を破棄することはできなかった。われわれは、ユデーーッチ、コルチャック、デニキンに
襲いかかり、彼らを海へ撃退したにすぎない。ところがポーランドを攻撃するときは、われわれは、まさにそれによ
って協商国そのものを攻撃しているのである。ポーランド軍を破壊するときには、われわれはこんにちの国際関係の
全体制がささえられているヴェルサイユ講和条約を破壊しようとしているのである。／ポーランドがソヴェト・ポー
ランドになるならば、また、ワルシャワの労働者が、彼らの待ちもうけ、歓迎してきたソヴェト・ロシアから援助を
受けるならば、ヴェルサイユ講和は破壊されるであろうし、ドイツに対する勝利によって獲得された国際的体制全体
は崩壊するであろう。そうなったら、フランスは、ドイツをソヴェト・ロシアからへだてている緩衝国を失うである
（辺）シ・］・田・『ご〕：。ご・骨・邦訳、Ｉ、一二四ページ。
（咽）『レーニソ全集』第一一一一巻、大月識膚一一一○一一一’一一一○四ページ。／の箇所はパラグラフの切れ目をしめす。
みられるようにレーニンは、ソヴィエト軍のポーランド攻撃はヴェルサイユ条約への攻撃であり、ポーランド軍を
破壊することになれば、フランス（Ⅱ連合国）はロシアとドイツとのあいだの緩衝地帯を失うことになり、それによ
って戦後ヨーロッ・〈に構築された国際的体制の総体は崩壊するであろうと論じている。いいかえれば、レーニソは国
際的な戦後体制をヴェルサイユ条約として捉え、その核心をポーランド（および東ヨーロッパ諸国）の緩衝国として
の設定に承たのである・ポーラソドにふられるような反ポリシェヴイズムとしての緩衝国の配麗は、戦後のドイツお
よび東ヨーロッ・〈諸国の革命勢力の圧殺の上に立つ資本主義的な戦後秩序維持にとっては不可欠なものであったとい
えよう。こうしてヴェルサイユ体制は二重の性格、すなわち第一には反独としてドイツからの徹底的剥奪を通じて戦
前のドイツ金融資本の蓄積構造を破壊し、「カルタゴの歌繩」を実現すること、第二には反ポリシエヴバズムとして
東ヨーロヅ・〈諸国を緩衝国ないし防疫線として設定し、ポリシエヴィズムの侵入を阻止すると同時にドイツを包囲す
るべく位置づけたこと、を付与されたのである。前述のようなフーブソスのポーランドとの同盟条約の締結、そしてま
た一九一一一年に成立したチェコスロヴァキア、ユーゴスラヴィァ、ルーマニア一一一国からなる小協商国への接近（それ
は一九一一四年一月のフランス・チェコスロヴァキア同盟条約の締結となって結実した）は、以上の観点から進められ
ていったことはいうまでもない。
（ｕ）］・富・尻の旨の⑫》。ご・。〕（・邦訳、一一七ページ。
第一次大戦後の政治的、経済的な再編体制として登場してくるヴェルサイユ体制は、一方では大戦末期におけるロ
シア革命勃発によるソヴィエト政権の成立、他方ではドイツをはじめとする同盟国の敗戦、を当然の前提として組み
一一一一
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億七○○○万マルクは国家経饗の三一一一％を占めており、そのため多く』
（随）
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立てられた特殊歴史的な体制であった。まず政治的には、人類社会最初の社会主義社会の成立とその影響のドイツへ
の波及は、ドイツが戦前の古典的帝国主義段階における最も発展した重工業国として、ヨーロッ・〈大陸の「中心国」
的役割を果たしてきただけにその衝撃は測り知れなく、英仏等の連合国はドイツ革命の圧殺をはかっただけでなく、
その根源であるロシア革命をすら抹殺すべく対ソ干渉戦争を組織したのである。ドイツ革命の圧殺に成功したとはい
え、対ソ干渉戦争には敗退を余儀なくされた連合国は、ロシア革命の影響を遮断するために、東ヨーロッ。〈に一大障
壁を構築してそれを防疫線ないしは緩衝地帯たらしめようと企図したことは、ブルジョア国家にとってはけだし当然
といえる。東ヨーロッ．〈に構築されたこのような緩衝地帯は、同時にドイツ包囲網の一環を担うものとして、連合国
にとって、特に少なくともフランスにとって、それを防衛し維持することが死活問題としての焦点をなすものである。
しかし反面、東ヨーロッ．〈諸国にとってのこうした緩衝地帯のもつ意義は、軍事費の負担を増大させ、生誕間もない
これら諸国に重圧となってのしかかっていったことは想像に難くない。例えば、ポーランドの一九二三年の軍事費一一一
（応）
億七○○○万マルクは国家経饗の三一一一％を占めており、そのため多くは外憤に依存することを余儀なくされていった
（狙）横浜正金銀行『調査報告』七八号、一九三○年、三一一一八ページ。
（焔）東欧諸国の窮状については、閂・弓・口閂の己目旦○・屡口三一．己．。】［・・己・画団・邦訳、一一一○七ページを参照せよ。
また経済的には、ドイツからの徹底的剥奪は、同国をして賠償支払を不能にしただけでなく、戦前までのヨーロッ
．〈大陸における唯一の重エ業国として、他を農業国とする国際分業関係を破壊し、その結果、東ヨーロッ・〈諸国をし
てドイツへの農産物供給国としての地位から大幅に後退させることによって、過剰農産物処理に坤吟させたのである。
したがって、英仏にとってその戦後復興をドイツからの賠倣取立てに依存させている以上、戦前の債務国から戦後第
一等の債権国になったアメリカからの資金導入を当てにして、ドイツに見かけ上の支払能力を賦与し、取り立てる以
外に道はない。こうして開始されるアメリカ（ドーズ公債の発行）↓ドイツ（賠償支払い）↓イギリス・フランス
（戦債支払い）↓アメリカという、いわゆる国際的資金循環が一九二○年代後半に実現されていく。「資金は循環す
る」とはよくいったものである。ところが、この資金循環から疎外されることになった東ヨーロッパ諸国は、資金欠
乏症候群に冒され、一一○年代後半のいわゆる相対的安定期の「恩恵」にもあずかることもなく、二九年の大恐慌に見
る
」
と
ば
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く
い
）
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乏症候群に冒され、一
舞われることになる。
一九三○年代に入って、緩衝地帯としての東欧諸国の性格は急速に色槌せたものになっていくが、それは世界政治
の焦点として、いわば従来の可能的なものから現実的なものに急速に浮上することに対応している。経済的には、大
恐慌の過程で農業物価格の暴落に喘ぐ東欧諸国は、その打開策をよりいっそうの農産物輸出に求めていったが、同じ
農業国フランスにその処理能力はなく、ドイツとのより緊密な関係を結ぶことを通じてそれを果たそうという姿勢が
明白となっていった。
また政治的には、例えば一九一一一二年一一月二九日の仏ソ不可侵条約の成立のょうに、フラソスのソ連への接近がみ
られたし、またソ連は同年一月にフィソープソド、ポーランド、さらに翌二月にリトァ一一ァと同種の条約を結んでいっ
た・フランスからいえば、一九一一一○年六月一一一○日にラィソラソトからの撤兵を完了し、対独安全保障の物的担保を失
うことになったし、また一九一一一二年七月一一一一日、同年一一月六日の一一回にわたるドイツの総選挙を通じて、いずれも
ヴェルサイユ体制粉砕を旗印とするナチスが第一党を占める躍進を示すことになったので、仏独国境の安全保障が再
一五
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第二次大戦後の処理に関しては、すでに一九四一年一月、ルーズヴニルト大統領が民主主義国家援助の教書を発表
し、そのなかで「四つの自由」、すなわち⑩言論と発表の自由、②信教の自由、③欠乏からの自由、㈹恐怖からの自
由、を提唱し、特に側の恐怖からの自由とは、徹底的な軍備縮小の実施を訴え、いかなる国もその隣国への物理的攻
撃をなすことのできないようにすべきである、という原則を述べている。この原則にもとづいて、同年八月、ルーズ
ヴェルトはチャーチルと会談し、「大西洋憲章」を発表した。いわゆる八カ条の米英共同宣言がそれである。その内容
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び危険にさらされたのに対応して、ソ連への接近を通じてドイツを牽制する方策に転換を余儀なくされてくる・この
ことは、かってのポーランドや小協商国との同盟条約の締結に表現されているような反ポリシェヴイズムとして緩衝
国たらしめる従来のフランスの考えをみずから放棄したことを意味する。他方ソ連からいえば、こうした緩衝国の切
り崩しに着手し、反ポリシエヴィズムの障壁の除去に努めはじめた徴候といえないことばないが、そしてそれはソ連
の論理からすれば当然な作業でもあったといえようが、この時点でのソ連の東欧ないし西欧への接近は、アジアでは
一九一一一一年の日本の中国への侵略、ヨーロッ・〈では一九一一一一一年の前述のようなナチス台頭を前にして、ソ連の安全保
障を国際的に承認させる必要から生じたものといえよう。
ともあれ、一九一一一○年代の東ョｌロッ。〈は、こうしてフランス、ドイツ、ソ連の一一一つ巴のなかにみずからをおくこ
とになったが、経済的にもつとも緊密な関係を結びうるドイツへの接近の道は、もっとも危険なものであったことは
いうまでもない。
一一一第二次大戦後の世界経済の再編成
はい領土の不拡大、②国民の意志に反する領土変更の不承認、③民族自決、側世界の貿易と原料に対する平等に参加
する権利、⑤経済分野での国際協力、⑥安全に生活できる平和の樹立、、海洋の自由、⑧軍備縮小と武力行使の放棄、
の八カ条であった。大西洋憲章の経済条項である上記の側⑤は、一九四二年二月一一一一一日に米英間で調印された相互接
（１） 
助協定第七条という形で具体化する。すなわち、一九四一年一一一月に制定された武器貸与法（Ｐのロ二Ｆの煙いのシＲ）は、
イギリスの武器購入資金の枯渇に対処してアメリカが武器を貸与し、あるいは贈与することを目的としたもので、そ
れにもとづいて同年夏ごろからイギリスと協議に入り、それが結実したものが相互援助協定であった。その要旨は、
戦後経済再建に対して米英両国は協力し、これに「糖神を同じくするすべての国が参加」できるが、すべての国は
（２） 
「国際貿易上のあらゆる差別待遇措侭を撤廃し、関税その他の貿易障壁を低減」しなければならない、というもので
ある。武器貸与を交換条件として、いわゆる「無差別・多角主義」の原則に対する両国の合意であった。アメリカに
とっては一九一一一四年の互恵通商協定法に盛られた門戸開放政策の批徹を、またイギリスにとっては、一九三一一年のオ
タワ協定にもとづくポンド・ブロックの盟主たる地位の放棄を意味するものであり、これにより戦後世界経済の運営
がアメリカ主導の下で進められることが決定的となった。他方、大西洋憲章の政治条項は一九四一一一年一○月の米英ソ
中国による「モスクワ宣言」、つづいて翌四四年一○月の同じ四カ国による国際連合憲章草案の発表、四五年一一月の
（３） 
ルーズヴェルト、チャーチル、スターリンによるヤルタ会談を通じて具体化されていった。
（１）シ・］・毛．、口》『一。『．Ｃで・巳【・邦訳、Ⅱ、一八九’一九○ページ。
（２）”・Ｚ．Ｃ四『」。①『》⑫§一目砲‐ＤＣ一一胃自己｝Ｃ曰：》》」②Ｓ・村野孝・加瀬正一訳『国際通貨体制成立史』上巻、一九七一一一年、東
洋経済新報社、一七九ページ。
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以上のように、武器援助の見返りとして門戸開放政策を国際的に推進するキャスティング・ポートを掌握したアメ
リカは、こののちその具体的なプログラムについてイギリスと協議の結果、一九四四年七月、連合国通貨金融会議に
おいて最終的に承認されたいわゆるプレトン・ウッズ協定（犀・§ロゴ。。」ｍシ瞬円の①日の貝）を生誕させた。すなわち
プレトン・ウッズ協定は、アメリカのニューハンプシャー州のプレトン・ウッズで連合国四四ケ国を集めて開かれた
連合国通貨金融会議での「専門家共同宣言」の形で成立したもので、それは国際通貨基金（閂巨句Ⅱ閂日の目目・目］富。‐
（４） 
ロの国旦司：』）と世界復興開発銀行（田宛ロⅡ目斤の『目〔一○日一ｍ囚ご斥玲・円困の８口②耳巨、二○口目」ロのぐの一・℃日の貝）とに関
する二つの協定からなっている。アメリカにおいても、イギリスにおいても、議会で承認をえるのに手間どったとい
われ、結局、一九四五年一一一月に参加諸国の正式調印を終え、翌四六年一一一月、アメリカのサヴァナで創立総会が開か
れたのである。
（４）ＩＭＦの原案については周知のように、米英両国の協議の過程で、一九四一一一年四月にイギリス側は「国際清算同盟案」（ケ
インズ案）を、アメリカ側は同年七月、「連合国国際安定基金案予臓草案」（ホワイト案）をそれぞれ提示し、両案の調整をめ
ぐって相互に応酬し合ったが、結局、ホワイト案がＩＭＦ協定の原案に採択された。両案の相違等については、幻・Ｚ・ｏｍａ’
ご月．。ご・。】一・．・ず§・ぐ・・堀江薫雄『国際通貨基金の研究』一九六一一年、岩波露店、第五章などを参照せよ。
ところで、プレトン・ウッズで合意をゑた協定は、国際通貨と国際金融とについてであって、アメリカの門戸開放
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（３）いわゆるヤルタ協定では、①対独問題については無条件降伏、ドイツ軍国主義とナチズムの徹底的な覆滅、英米ソ仏によ
るドイツの分割占領、賠倣、戦争責任者の処刑をおこなう。②対日問題については、ソ連はドイツ降伏後一一一カ月以内に対日宣
戦布告をおこない、樺太、千鳥はソ連に帰属する。③一九四五年四月二五日、サンフランシスコで連合国の国際会議を開催し、
国際連合を設立する。以上が決定された。
政策を実現するための国際貿易面での国際協力の細目については未決定であった。もっとも、プレトン・ウッズ会議
においても、戦後の国際貿易運営の基本原則が自由な通商の拡大にあるという認識では一致していた。この原則にも
（５） 
とづいてアメリカは一九四五年一一月、「世界貿易および雇用の拡大に関する提案」を公表した。その内容は国際連
合の下部機構として「国際貿易機構」（ロ○Ⅱ自員の目自・ロ四一日日」の○『ぬ：菌二・口）を創設し、自由な通商の拡大を
阻止する各国間の貿易障害を軽減しつつ、各国の雇用や消費の増大を積極的に推進するため、各国間の国内政策の協
調を譲っている・アメリカの提案になる「国際貿易機榊憲章」は、一九四八年一一一月のハバナ会議において五一一一ヶ国の
署名をえて採択・成立したが、当時の状況からいってあまりにも急進的であったために、五一一一ヵ国の調印をえたにも
（６） 
かかわらず、実際に批准した国はわずかに二カ国にすぎず、提案国たるアメリカにおいてすら国会の批准が腸えられな
かったのである。したがって、この憲章は結局日の目をみずに葬られたのである。他方、ＩＴＯ憲章の協議の過程で、
一九四七年一○月にジュネーヴで開かれた第一回関税交渉会議では、アメリカ、イギリス、フランスなど一一一一一ヵ国が
参加して関税引下げ交渉がおこなわれた。この関税交渉で合意した関税率表に、ＩＴＯ憲章のなかで各国の合意がえ
られそうな条項を加えて、ひとつの条約にまとめられたも⑨汎「関税および貿易に関する一般協定」（の缶目目Ⅱ
の①ロの日一シ、『の①曰の貝・ｐＨ閂崖、日】」日日」の）である。したがって、ＧＡＴＴはもともと、ＩＴＯ憲章に対する
暫定的な取決めという形で出発したものであるが、ＩＴＯ憲章の成立が見込まれないことが明らかになると、その代
役をなすということでこんにちにいたったものである。
（５）堀江薫雄『国際経済論』一九六五年、日本経済新聞筵六一一一ページ。
（６）大内兵衛・向坂逸郎監修『大系国家独占資本主義』第二巻、一九七一一年、河出書房新社、一一一六ページ。
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八年にかけて、ナチスの被占領地域であった東ヨーロッ．〈
諸
国
で
政
治
的
・
経
済
的
な
変
革
が
遂
行
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れ
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ゆ
る
「
共
産
圏」の一角を形成していった。こうした根本的な変革過程
は、「この地域の諸国の大部分において蜂起や内戦なしに
進行し、結局は共産党による政治支配と新しい政治体制で
（８） 
ある．プロレタリア独裁とをもたらし」、いわゆる人民民主
主義革命といわれた。東ヨーロッ・〈諸国は総じて農業国で
あり、したがってその根本的な変革には土地改革を遂行し
て、反動勢力の物的根拠を奪うことが不可欠であったとい
（８）。．『・国の『目」目』○・嵐ロ嵐８．９［・・弓・瞳噛‐態⑬．邦訳、四○八ページ。
（９）その詳細については閂・『・因閂の且自」○・園己屋．◎や．：．》弓。⑭台‐』ミ・邦訳四○八－四一一一ページを参照せよ。
ところで、これより先の一九四一一一年一一月、国際的な救済復興機関であるアンラ（ロｚ閃”しⅡ己昌の」ｚ島。ｐの
用⑦一』の｛：」宛①冨巨畳二○口シ〔一日目②冨昌・ロ）が四四カ国の参加の下で設立され、戦後その活動を大幅に拡大した。
食樋、衣料、医薬品などからなる救済物資の受益者は主としてソ連と東欧諸国であり、一九四七年九月三○日現在の
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の要衝地域とふられるポーランド、ユーゴスラヴィアはかなりの援助を受けた。例えば１１ゴスラヴィアは、一九四
（⑩） 
五年一一一月二四日の協定によって、一九四七年六月の援助終了までに三七億ドルに達する援助を受けたし、ポーランド、
（、）
チェコスロヴァキアもそれぞれ四億八一○○万ドル、二億六一○○万ドルという巨額の援助を受けたが、他方、ドイツ
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（旭）
には殆んど無意味であった。アンヲ加盟国によるアンラ計画の鱸出金総額は一一一六億九五○○万ドルで、そのうちアメ
（旧）
リカが二七億ドル（総額の七一一一・一％）、イギリスが六億二五○○万ドル（一六・九％）を負担した。アンラ計画は
一九四六年一二月に完了の予定であったが、それが延期されて実際には一九四七年上半期で打切られることになり、
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われる。つまり、これら諸国ではただちにプロレタリア独裁を樹立することは不可能であり、さしあたりは共産党と
農民党、その他の民主的諸勢力を結集した人民戦線的政権の形成が社会主義への移行にとっての必要条件とされたの
である。こうして、戦争末期においてこれらの諸国では、土地改革を主要な柱とする連立政権綱領がつぎつぎとつく
（９） 
ら
れ
ていったのである。
このほかに、東欧諸国が利用できた外部資金といえば、信用供与があったが、これまたドイツの旧同盟国を除いて
も、ごく限られたものであったし、東欧全体としては「借款供与は少額で、それも大部分は物資購入用のものが認め
（巧）
られただけであった。」西側の主要な資本主義国が東欧諸国への信用供与をこのように「拒否した主要な理由は、経
済的というよりは明らかに政治的なものであり、東欧の地位の不確定さと結びついていた」のである。したがって、
（お）
東欧諸国の一部にとって戦後の混乱期において重要な役割を果たしたのはアンラであったが、それはもともと、連合
諸国、特に敵国の侵略を受けて戦災の激しかった諸国を救済する目的で設立されたのであるから、直接の戦場となっ
（Ⅳ） 
て惨状の激しかった一部の東欧諸国に大きく割当てられたのも当然だといしえるかも知れない。しかし前述のように、
東欧諸国は一様に連合政権を樹立していたとはいえ、一九四五年から一九四七年にかけて、例えばポーランドでは解
放同盟とロンドン亡命政権との統一臨時政府が成立していたり、チェコスロヴァキアでは共産党・社会党などの左派
に加えて右派との「国民戦線」の連合政権が形成されていたりして、社会主義社会建設への志向がまだ明確でなかっ
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中国その他一部諸国に対しては一九四七年末まで継続された。アメリカの場合、一九四六年末までのアンラ物資の積
（Ｍ） 
出総額の六一％が食樋であったといわれる。
戸、′■、′へ′■、ｒへ１４１３１２１１１０ 、.'Ｌ,ノ、－'、ソ、.'閂・目因の『の且凹且ｏ・観鼻一・．□・ロ［・・ロ，酋留・邦訳四一八ページ。この数字は第一表とは大きく食い違っている。
閂・『・因の『の且自」Ｏ・恩ョ嵐・◎勺．、一斤・も．』田・邦訳四一八ページ。この数字ｊも第一表とは僅かだが食い違っている。
『・弓・切閂の且自二ｏ・田口底》◎石・ロ【．．□・四囲・邦訳四一九ページ。
「国際決済銀行第一七次報告」邦訳一一八一一一ページ・
「国際決済銀行第一七次報告」邦訳二八四ページ。
たこの段階では、これら東欧諸国への救済物資の供給は、米英にとって右よりの勢力伸張をねらった積極的な意味を
もったものといえよう・この意味で、緩衝地帯という第一次大戦以来の東欧諸国の地位を維持しつつ、ソ連「封じ込
め」策を講じようという米英の構想は否定しがたいであろう。
（狙）（焔）閂・弓・国の『の己四己の．宛首嵐》。□・胃・・弓・四囲Ｉ韻』・邦訳四一一○ページ。
（Ⅳ）「国際決済銀行第一七次報告」邦訳一一八二ページ。
大戦後のこうした東欧諸国における不確定な地位に加えて、フラソス、イタリア、ベルギーなどの西欧諸国での共
産党のめざましい進出によって、欧米資本主義は重大な危機に瀕した。いわゆる「全体主義」に「民主主義」を対置
しつつ、その脅威を除去するために「冷たい戦争」が開始されたのである。一九四六年一一一月五日のイギリスの前首相
チャーチルによるアメリカのミズーリ州フルトソにおける有名な演説、「ベルト海のシュテッティソからアドリア海
のトリエステまで鉄のカーテソが張られている」との演説は、ソ連の「膨脹政策」を非難したものであったが、翌四
七年春、ソ連がトルコに対してダーダネルス地方への要塞敷設権を要求し、またギリシアにおいてゲリラ活動の活発
化によって王政を支えきれなくなったとき、アメリカは干渉を開始するにいたった。すなわち、ギリシア、トルコへ
の経済援助を継続することが不可能であるというイギリス政府の通告を受けて、大統領トルーマンは一九四七年一一一月
一一一日、直ちにギリシアへの出兵とともに、ギリシア、トルコ両国に対する四億ドルの軍事援助を決定し、共産主義
の進出を実力をもって阻止し、封じ込めるという「トルーマソ宣言」、いわゆるトルＩマソ。ドクトリソを発表し、
ここに冷戦が公然化するにいたった・トルーマン宣言は直ちに西ヨーロッパ諸国にも多大な影響を及ぼし、大戦後樹
立されていた連合政権から、ベルギー（一九四七年三月一一一一日）、フランス（同年五月五日）、イタリア（同年五月一
一一一一一
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トルーマン宣言を受けて、一九四七年六月五日、アメリカ国務長官マーシャルは、ヨーロッパの経済復興を援助す
るとしたいわゆるマーシャル。プランを発表した。この際、マーシャルはアメリカの経済援助が少なくともヨーロッ
パ諸国の共通問題を解決することを目標とする統一ある計画、つまり共同復興計画の立案にそって与えられるもので
（四）
あることを強調したが、共通問題の解決とはまさに共産主義に対抗し、その脅威を除去しつつ、ヨーロッパ市場を再
編することを意味したことはいうまでもない。マーシャル提案をめぐって、同年六月二一一一日に英仏ソ三国外相会議が
開催されたが、英仏とソ連の見解が対立して、会議は七月一一日に決裂した・この会議は、マーシャル・プランがソ連
や東欧諸国をも対象とするという趣旨から開かれたものであったが、共同復興計画の立案にもとづく援助計画は被援
助国の主権を侵害するものだというのがソ連の主たる反対理由であった。こうして参加を拒否したソ連および東欧の
八ヵ国を除いて、ギリシア、トルコを含む西ヨーロッパ一六カ国によるヨーロッパ復興会議が一九四七年七月一一一日
からパリで開かれることになった。ここで作成された同年九月の報告書を基礎としてつくられたものが「ヨーロッパ
復興計画」（向日○℃の目甸⑦８ぐの旦弔ＨＣｍ国曰）であり、それを法的に具体化したものがアメリカの「一九四八年対外
援助法」（句・『Ｃ－ｍｐ缶切巴の国。、の少。〔・｛］①お）である。かくして西欧一六カ国は、共同復興計画を執行し、かつ援助
受入れ機関として、一九四八年四月、ョ１戸シ・〈経済協力機織（○同向○ⅡｏＨｍ目薗：口３月向日Ｃ己の：同８二・目、
Ｃｏｏ己のＨｇ一。ご）を設立し、ここにマーシャル。プランが実施段階に入ったのである。一九四八年四月一一一日から援助終
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三日）において、つぎつぎに共産党閣僚が追放されていった。 （囮）
（咽）国のロュｏ一目烏．○巨魯貝圓での邑囚一厨日の四目の１８貫】②、Ｐ陸井四郎・小出竣訳『アメリカ帝国主義の史的分析』一九五一一
年、社会書房、一一五○ページ。
了の一九五一年六月一一一○日までの総額一一一一億ドルに及ぶマーシャル援助によって、イギリス一一七億ドル、フランス
（、）新庄博・高橋泰蔵『国際金融論』一九四九年、国元書房、一一○一一一ページ。（卯）
一一一一一億ドル、イタリア・西ドイツ各一一一億ドルと、これら四カ国計で総額の約七○％が割当てられたが、これをみて
もアメリカがかつての西欧の列強の復興をいかに重視していたかがわかる。
（卯）「国際決済銀行第二一次報告」邦訳一六ページ。
トルーマン宣言やマーシャル・プランに承られるアメリカの世界政策の路線は、必然的に反ボリシェヴィキ的軍事
・フロックの結成に帰結していく。まず一九四八年一一月のチェコスロヴァキアにおける共産党政府の樹立を契機として、
西欧諸国の軍事同盟結成への動きが急ピッチ化し、同年一一一月、イギリス、フランス、ベルギー、オランダ、ルクセソ
ブルグ五カ国によるプリュッン」ル条約にもとづく軍事同盟が成立し、同年六月にはアメリカがこれに加わることに同
意したロンドン六カ国協定に調印、翌四九年四月、カナダ、イタリアなどを加えた一二ヵ国による北大西洋条約機構
（ｚシ曰○Ⅱ三○『昏少二目感ｎ日『の色ｑｏＨｍ：旨昌・ロ）の結成となった。ＮＡＴＯは北大西洋地域防衛のための統一的
計画樹立をめざした反共軍事同盟であり、その本部は形式的には・くりにおかれることになったが、実質的にはアメリ
カ大統領の同意なしにはいかなる軍事行動をも起こしえないものとして、ワシントンにその指令本部がおかれたもの
（幻）
であった。こうみてくると、ＮＡＴＯはマーシャル・プランの直接的な延長であり、必然的な帰結であった。
（皿）西欧の以上のような動きに呼応して、ソ連、東欧諸国のほか腱フランス、イタリアなどの共産党が参加してコミンフォル
ム（ＤＣ且つ富目）が一九四七年一○月に結成された。コミンフォルムほ、一九一九年レーニンの指導の下で結成され、第一一次
大戦中の一九四一一一年に解散したコミソテルソ（０．且昌の目）とは違って、相互の情報交換を目的とした組織であったが、スタ
ーリン死後の一九五六年五月解散した。また一九四九年にソ連と東欧諸国間に設立されたコメ「一ソ（ＣＯ冨同ｎｏｚⅡ。◎巨月一一
一一五
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冒三屋［目］向８口。且。シ勝一、【：：）は、経済的な相互交流を目的としたもので、これもＮＡＴＯに対抗するワルシャワ条約
（一九五五年五月締結）という軍事同盟に帰結していった。
他方、目をアジア、特に中国に転じて染よう。「大戦終結当時のアメリカがアジアにおける支柱として期待してい
（理）
たのは蒋介石政権下の中国であった」ので、アメリカは戦中から戦後にかげてさまざまの軍事援助を中国に対してお
こなってきた。終戦直後の一九四五年八月一一一○日、中国共産党を代表する毛沢東は、国民党の蒋介石と重慶会談をお
こない、つづいて翌四六年一月一○日、重慶で政治協商会議が開かれ、連合政権の樹立が決定された。ところが同じ
四六年一一一月、国民党は連合政権の決定をゑずから破棄して、共産党と戦闘を開始するにいたり、ここに中国における
内戦が全面化したのである。国民党の背後にアメリカが存在していたことは明白で、アメリカは内戦に乗じて国民党
を利用しつつ、中国における利権を獲得するために、蒋介石政権と種交の協定を締結していった。すなわち、一九四
六年五月の成都。重慶鉄道協定、同年一○月の広東・漢口鉄道借款協定がそれで、それによって中国における鉄道投
資への道を開き、さらに同年二月に米華友好通商航海条約を結び、中国市場の全面的な開放を手に入れたのである・
中国市場への進出を実りあるものにしていくためには国民党政府を擁護していかなければならず、経済的にも軍事的
にもアメリカの援助は巨額にのぼった。一九四九年八月五日にアメリカ国務省によって発表されたいわゆる『中国白
脅』（原文は、ロ日（の」、国（①の”の一目・ロ⑪副島○冨息Ｉ昌昏の己⑦。旨」用の｛のＨの二。⑦（Ｃ岳の℃の己○口］①倉１＄ｓ）はつぎ
のようにのべている。「対日戦勝利の日以来、中国政府に与えられた外国援助はほぼ一一一一億五四○○万ドルにのぼっ
た。そのうち、アメリカ合衆国は贈与およびクレジットの形で九○％、すなわち一一○億ドルを上回るものを与えた・
アメリカの与えた援助は軍事的目的と経済的目的との両者にほぼ均等に配分された。対日戦勝利の日以来のアメリカ
の贈与とクレジットの総計は、中国政府の財政支出の五○％以上に相当し、中国政府の予算に関しては、終戦以来西
ヨーロッパのどんな国に与えられたものよりも割合としてはさらに大きな重要性をもつものであった。贈与およびク
レジットの形での援助につけ加えて、アメリカ合衆国は軍需および民需の余剰物資を名ばかりの報酬で大量に中国政
府に払い下げ粍壁中国政府予算の五○％以上を贈与およびクレジットで供与するというアメリカの極入れにもかか
わらず、国民党政府軍の形勢は一向に好転せず、共産党によって一九四八年末までに全東北地区（満州）、翌四九年
一月末には揚子江以北が解放され、四九年秋までに中国の主要な地域がつぎつぎと政府軍の手から離れていった。か
くして、一九四九年一○月一日、中華人民共和国が成立したのである。中華人民共和国の成立をはさんで、ヨーロッ
パではその直前の九月七日にドイツ連邦共和国（西ドイツ）、その直後の一○月七日にドイツ民主共和国（東ドイ
ツ）が樹立して東西ドイツの分割が強行され、こうしてニルベ河から支那海にいたる広大な地域に、一大社会主義圏
が形成されるにいたった。
（翠）『岩波講座世界歴史』一一九巻、一九七一年、岩波書店、四四○ページ。
（淫）ご・の．ロの園月日目［。［、国［のごロ己［の」叩国（の⑫両の一貫一Ｃｐｍ亀冒〕○三口ロ・」②色・己己・』つ声ＩＳｍ・
以上、やや立入ってみてきたように、第一次大戦後の世界経済・政治の一方の編成軸をなした束ヨーロッパの反ポ
リシエヴイズムの緩衝地帯としての配置体制は、第二次大戦後には全く失われてしまっただけでなく、アジアにおけ
る緩衝地帯としての中国をも喪失することになった。第一次大戦後の東ヨーロッパの処理に関して、英仏の思惑に相
違があったとはいえ、ヨーロッパの安全保障に東ヨーロッ・〈が欠かせない存在であったことでは両国とも一致してお
り、この点から硬軟両様の英仏による東欧政策が展開されていたのである。しかしながら第二次大戦後にそれらが一
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一九四五年二月七日締結されたドイツに関するヤルタ協定は、連合国のドイツに要求する賠償について、「われわ
れは本戦争においてドイツが連合国に対して与えた損害の問題を審議し、ドイツは可能な限りその損害に対して実物
をもって賠償すべきであることを正当と認める」とし、これに関する損害賠償委員会の設置を決定した。ついで同年
八月一一日のドイツに関するポツダム協定は、「ドイツの戦争潜勢力を除去するため、武器、弾薬および軍用器材、な
らびに一切の種類の航空機および海洋航行船舶の生産は禁止され、かつ防止される。戦時経済に直接必要な金属、化
学製品、機械類、その他の品目の生産は厳重に管理され、かつ第一五項に掲げられた目的に応ずるためのドイツの承
認された戦後の平和時の必要量に限定されるであろう。許された生産量に必要でない生産能力は連合国賠償委員会に
よって勧告され、かつ関係政府によって承認された賠償計画に従って撤去されるべきであり、撤去されない場合には
破壊される」とし、さらに「賠償の支払はドイツ国民が外部からの援助なしに生活できるに十分な資源を残すもので
なければならない」ことが明らかにされていた。第二次大戦後の賠償を含むドイツの戦後処理は、第一次大戦後のそ
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様に社会主義圏として包摂されただけでなく、かつての列強ドイツが東西に二分されて東ドイツをも失うことになれ
ば、西側資本主義にとっては東西との接点で直接社会主義に対決せざるをえない破目に陥ったのである。したがって、
第二次大戦後の世界経済・政治の再編成は第一次大戦後とは異なって、一九四八年から一九四九年にかけての、東欧
諸国の社会主義への移行、中華人民共和国の成立、をもって画期とする緩衝国喪失という事実を歴史的転回点として
なされなければならなかったのである。
四
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ッ
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〈
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機
れとはかなりの程度違うものであることが以上の賠償要求のなかにも見出すことができるのであるが、とはいえ、連
合国の承認した生産量を超過する生産能力は撤去ないしは破壊されるというのでは、ドイツ経済の発展はおろか、い
わば単純再生産の範囲を出るものではないという点で、第一次大戦以来のドイツ処理の延長線上にあると基本的には
いえるであろう。
以上のような米英ソ三国によるドイツ処理の基本路線は、一九四六年春以降の米ソ対立の顕在化を一つの転回点と
して急変し、アメリカは西ドイツの経済復興を全面的にバック・アップする政策を展開してくるのである。すなわち、
戦後、ドイツは米英仏ソの四カ国によって分割占領され、また同様にベルリン市も四ヵ国による共同管理下におかれ
ることになったが、それはあくまでも暫定措置であって、いずれは政治・経済上の統合がはかられる方針であった。
四カ国はヤルタ、ポツダム両協定にもとづいて、ドイツからの賠償取立てをおこなうべく生産設備を撤去したり、あ
るいは余剰設備を厳しく制限したりした。ドイツの旧同盟国に対する講和問題を審議するために米英仏ソ四ヵ国外相
（１） 
会議がたびたび開かれたが、そのたびごとに西側とソ連との対立が深まっていったといわれる。特に、すでにふれた
訪米中のチャーチルの「鉄のカーテン」演説を契機として、両者の溝は深化の一途をたどったのである。ドイツでは
米英占領地区の経済統合が画策されて、その協定が一九四六年一一一月二日に調印され、同時にその統合地区の貿易復
興のための借款供与が公表されたし（同年一一一月一一九日）、さらにつづいてドイツ通貨改革に関する米英仏一一一国協定
が発表された（一九四七年一月一一一日）。こうして、ソ連占領地区を除いたドイツ分割への歩みが着たと進められて、
ドイツ復興ｌ薑‐ロぞ《復興ｌ雪‐。，（統合への構蕊蔓化しつつあった．
（１）この点、詳しくは戸原四郎「西ドイツにおける戦後改革」（東京大学社会科学研究所編『戦後改革２国際環境』一九七四
二
九
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年、東京大学出版会、所収）を参照されたい。
（２）柳沢英二郎『戦後国際政治史』ｌ、一九七四年、現代ジャーナリズム出版会、四五ページ・
他方、フランスはドイツ分割をドイツ経済の弱体化を意味するとして歓迎していたけれども、第一次大戦後と同様
に対独安全保障を執勤に追求していた。その結果、一九四七年一一一月四日の英仏ダンケルク条約の締結となって実を結
び、それがさらに翌四八年一一一月にはイギリス、ベルギー、オランダ、ルクセンブルグ、フランスとの間のブリュッセ
ル条約へ発展し、一九四九年四月の北大西洋条約へのさらなる発展をもたらしていった。フランスは当初、対独安全（３） 
保障を確立するためにドイツを除外した軍事同盟を目指し、それはＮＡＴＯ締結時においても変わっていなかった・
しかしそうしたフランスの画策は、終戦直後におけるフランス経済力のいっそうの衰退と東ヨーロッ・〈における政治
権力の逆転を通じて、次第に変質を余儀なくされていった。前者についていえば、戦後インフレとエ業生産力の極端な
低下にもとづく経済危機のなかで経済復興を進めていくためには、フランスはアメリカからの援助を不可欠としてい
た。対独レジスタンス運動の中核をなした国民抵抗評議会（ＣＮＲ）は、戦後のフランス政治の分野でも大きな役割
（４） 
を果たしたが、そこに結集する諸政党間の対立・主導権争いはＣＮＲをやがて分裂・解体させることになる・ＣＮＲ
綱領は、かつての「人民戦線綱領」の再版ともいわれ、社会民主主義的経済改革を志向していた。フランス経済の構
造改革Ⅱ国民的生産の強化Ⅱ生産主義の積極的導入を企図する戦後フランス経済の復興政策は、アメリカからの援助
を不可欠なものとして予定していたといわれ、それは一九四六年五月一一八日に実現した。すなわち、プルム・・ハーン
（５） 
ズ協定による対仏一三億五○○○万ドルの借款供与がそれである。つづいて同年一○月、フランスは国際復興開発銀
行に対し五億ドルのクレジットを要求したが、共産党閣僚がいることを理由として拒否され、それが追放された七日
（６） 
後の一九四七年五月一二日に二億五○○○万ドルを獲得した。こうしてフラソスは、アメリカ援助に依存して経済復
興を進めつつ、アメリカの世界政策に次第に従属していくのである。
（３）フランス外相シューマソは、ＮＡＴＯ調印後のフランス議会でつぎのように述べている。「ドイツは北大西洋条約への加
入を認められないであろう・その問題は起こることさえありえない。ドイツは陸軍を持っていないし、また、持つことができ
ない。ドイツは武器を持っていないし、持つことを許されてもならない。」（横山信『フランス政治史』一九六八年、福村出版、
二六○’二六一・ヘージより再引用）と。このことは、ＮＡＴＯ成立当時におけるフランスの対独安全保障が、東欧諸国を喪失
したとはいえ、依然としてドイツ包囲網をつくり上げることによってのみ果たされるものと思慮していたことを物語っている。
（４）ＣＮＲに関しては、中木康夫『フランス政治史』中、一九七五年、未来社、第一一章を参照した。
（５）四の冒一Ｃ盲目の》◎己・臼［・邦訳二一一八ページ。
（６）エの己臥Ｑ白目の》Ｃｓ・骨・邦訳二一一六ページ。
したがって、フランスの対独安全保障はアメリカの国際路線が明確化していくに伴って変質を余儀なくされ、ドイ
ツ経済の復興を軸とした西ヨーロッパ経済の復興によって、反ソの物質的拠点たらしめようとするアメリカの世界戦
略の一環として、それは反ソ軍事同盟ⅡＮＡＴＯ、そしてやがてＮＡＴＯへのドイツ加入を展望していくのである。
しかし、これによってフランス路線が全く放棄されたわけではなく、反独路線が形を変えて貫徹されていく。すなわ
ち、東ヨーロッパという緩衝地帯喪失の上になり立つ対独安全保障が第一次大戦後のようにドイツ包囲網を作り上げ
ることによって成立することが不可能となった以上、ドイツをみずからの体制のなかにおくことを通じて、その政治
・経済力を牽制し、コントロールする以外にないことが明白となる。ブリュッセル条約を部分的に手直しして西ドイ
ツを含むヨーロッ・〈統合への新たな出発点をなしたものが、一九五○年五月、当時のフランス外相シューマソの提案
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になるヨーロッパの石炭鉄鋼の共同管理案、いわゆるシューマソ・プラソであったし、また、同年一○月のフランス
首相プレヴァンによるヨーロッ．〈防衛共同体構想案、いわゆるプレヴァソ・プランであった。いずれもフランス政府
の発案になるこの提案にもとづき、一九五一年四月一八日、フランス、西ドイツ、イタリア、ベルギー、オランダ、
ルクセンブルグ六カ国間でヨーロッ．〈石炭鉄鋼共同体（同○の。Ⅱ向巨８℃の：Ｑ〕回一目」の（の①｝○．日日目】ご）条約が、
つづいて一九五二年五月二七日に同じ六カ国によるヨーロッ．〈防衛共同体（固□○Ⅱ同日・己の目Ｃの｛①ロ②のＣＯＢ目色日ｑ）
条
約
が
そ
れ
ぞ
れ
調
印
さ
れ
た
。
こ
の
う
ち
後
者
の
Ｅ
Ｄ
Ｃ
は
、
一
九
五
四
年
八
月
末
に
フ
ラ
ン
ス
議
会
の
批
准
を
え
る
こ
と
が
で
き
ず
にその構想は崩壊したが、その直後の同年一○月の．くり協定によって、ＥＤＣ調印国六カ国にイギリスを加えて西ヨ
ー
ロ
ッ
パ
連
合
（
言
同
ロ
Ⅱ
ヨ
２
円
ロ
向
日
◎
己
の
：
ご
己
・
ロ
）
が
結
成
さ
れ
た
。
ま
た
こ
の
協
定
に
よ
っ
て
、
西
ド
イ
ツ
主
権
の
回
復
と
再軍備、ＮＡＴＯへの西ドイツ加入が正式に承認され、一九五五年五月、西ドイツ加入が実現したのである。このの
ち、一九五七年三月に締結されたローマ条約にもとづいて、翌五八年一月、ヨーロッ．〈経済共同体（向向。Ⅱ同巨Ｈ◎己の目
同８コ。且ＯＣＣ日日巨曰ご）とヨーロッ。〈原子力共同体（向巨Ｈ員○日Ⅱ同日○℃の冒し８日◎同ロの門田ＯＣＢＢＥ昌口）とが創
以上のように、第二次大戦後のフランスのョ１戸シ・〈政策は、一方では反ソ路線、他方では反独路線という、第一
次大戦後に構築されたヴェルサイユ体制の延長上で展開されたのであるが、大戦によって軍事的にも経済的にも大き
く後退を余儀なくされたフランスとしては、アメリカ援助に依存しつつそれを展開せざるをえなかった以上、アメリ
カの世界政策に大きく拘束されることになって、その展開にも部分的修正を強いられることになった。とはいえ、ソ
連を含む東ヨーロッ．〈に対抗しつつ、ドイツ経済力を減殺し、ひいてばドイツ軍事力を抑制していこうというフラン
第二次大戦後の資本主義的世界経済にとって、東欧から中国にかけての緩衝地帯の喪失を前提にしての再編の課題
は▽いわゆる「共産圏」に対する直接的な軍事的対決をいかに達成するかにあるといえよう。それは「中心国」アメ
リカにとって、敗戦国ドイツ、日本の復興・発展を軸にしつつ、ふずからの軍事同盟に引き入れる以外に道はない。
第一次大戦後の場合と違って、第二次大戦後は資本主義的に高度に発展したドイツ、日本を対決の矢面に立たさなけ
れ
ば
な
ら
な
い
以
上
、
こ
れ
ら
諸
国
に
お
け
る
い
わ
ゆ
る
城
内
平
和
、
つ
ま
り
労
働
者
の
体
制
内
化
を
画
策
し
つ
つ
、
再
軍
備
を
強
制
し
ていくことになったのである。とりわけドイツの場合、その復興・発展は戦前来の重工業の復活にまつ以外になく、
こ
こ
に
ヤ
ル
タ
な
い
し
は
ポ
ツ
ダ
ム
路
線
の
軌
道
修
正
を
余
儀
な
く
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
一
九
四
五
年
二
月
の
ヤ
ル
タ
協定でのドイツにおける「産業の非軍事化」路線は、同年七月のポツダム協定によっていっそう明確にされたが、そ
れは連合国への賠償支払、軍事産業の除去、コンツェルンの解体など、ドイツ処理の基本方針の決定を含むものであ
った。この方針にもとづき、一九四六年三月二八日の米英仏ソの四カ国によるドイツ管理理事会は、軍需生産の禁止、
鉄綱などの工業生産の制限（生産水準を一九三八年水準の五○％とする）、生産設備の解体撤去、賠償などの具体策
を決定したのである。この決定にいたる過程において、ドイツ処理に消極的なアメリカと積極的な英仏の対立が染ら
れたが、特にドイツのコンツェルンの解体については、いっきょに解体を主張するイギリスと、それに強く反対を示
すアメリカとの鋭い対立が糸られ、結局イギリスはその主張を撤回せざるをえなかったのである。
現
在
世
界
経
済
論
の
構
図
一一一一一一
ス路線は、ドイツ経済力を育成して反ソの拠点たらしめようという米英路線と対立することはいうまでもない。
五
結
語
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三
四
一
九
四
七
年
三
月
か
ら
四
月
に
か
け
て
、
ド
イ
ツ
・
オ
ー
ス
ト
リ
ア
と
の
講
和
問
題
を
討
議
す
る
た
め
、
米
英
仏
ソ
四
ヵ
国
外
相
会
議
が
モ
ス
ク
ワ
で
開
か
れ
た
が
、
会
議
は
決
裂
し
た
。
ド
イ
ツ
処
理
に
関
す
る
米
英
仏
と
ソ
連
と
の
意
見
が
基
本
的
に
対
立
し
て
い
た
こ
と
が
そ
の
決
裂
の
直
接
の
原
因
で
あ
ろ
う
が
、
そ
の
会
議
開
催
中
の
三
月
一
二
日
、
ア
メ
リ
カ
大
統
領
ト
ル
ー
マ
ン
が
上
下
両
院
合
同
会
議
の席上、いわゆるトルーマン・ドクトリンを宣言し、トル『一、ギリシアへの反共のための経済・軍事援助に始動した
点も見逃せない。こうして、戦後処理構想についての米英仏とソ連との対立は、もはや抜き差しならない事態を迎え
て
い
た
が
、
そ
れ
に
だ
め
押
し
と
も
い
え
る
．
ハ
ン
チ
を
く
ら
わ
し
た
も
の
が
同
年
六
月
五
日
の
ヨ
ー
ロ
ッ
．
〈
復
興
計
画
、
い
わ
ゆ
る
マ
ー
シ
ャ
ル
・
プ
ラ
ン
の
発
表
で
あ
っ
た
。
被
援
助
国
は
受
入
れ
態
勢
と
し
て
共
同
の
復
興
計
画
を
立
案
す
べ
き
で
あ
る
と
の
マ
ー
シ
ャ
ル
の
示唆にもとづき、西ヨーロッ．〈一六ヵ国は同年七月一二日に。くり会議を開き、各国の資源と経済復興のための必要額
と
の
バ
ラ
ン
ス
・
シ
ー
ト
を
作
成
し
、
二
二
四
億
四
○
○
○
万
ド
ル
に
の
ぼ
る
要
求
額
を
ア
メ
リ
カ
に
提
出
し
た
。
マ
ー
シ
ャ
ル
・
プ
ラ
ンを実施に移すべく、一九四八年四月三日、アメリカは「一九四八年対外援助法」を制定し、それに依拠して同月一
六日、マーシャル・プラン参加一六カ国はヨーロッ．〈経済協力機構（○向同○）を発足させたのである。
マーシャル・プランはドイツ経済の復興・発展を軸とする西ヨーロッ。〈にその援助を集中させたものであるが、ド
イツ経済の復興・発展の支柱をなすものがルール重工業地帯の復活であることはいうまでもない。したがって、アメ
リカはルールの石炭・鉄鋼コンツェルンを復活させるために、ポツダム協定を形骸化させ、コンツェルン解体を実質
上停止することにしたのである。一九四八年二月一○日、アメリカはイギリスを巻き込んでルール炭鉱・製鉄業の
所有権をドイツに返還することを公表した。イギリスによって占領されていたルールのドイツへの返還は、イギリス
のルール管理に終止符を打ち、ドイツ重工業コソッ一一ルソの復活を宣言したものであったから、安全保障に腐心する
フランスがそれに強硬に反対したのも、けだし当然といえる。しかしＺブソスの抵抗は、すでにそれより以前の同年
六月一日の米英仏ベネルックス三国によるロンドン協定という既成事実によって限界が画されていたのである。すな
わち、前記の西側六ヵ国によるロンドン協定は、ドイツの西側占領三地区を統合して西ドイツ憲法を作成するという、
東西ドイツ分割、西ドイツ国家創設を決定し、ひきつづいて同一八日には、同地区で新旧マルクの交換レートを一○
対一とするという通貨改壹革をも実施して、ドイツ連邦共和国の創設に向けて着着と準備が進められていたからである。
以上のように、第二次大戦後のアメリカの対独ないし対日政策は、一九四八年ごろまでの東ヨーロッ。〈諸国なり中
国なりのいわゆる人民民主主義革命の進展と．ハラレルに連動しつつ、その転換をしだいに余儀なくされていったので
あるが、その政策の根本を規定したものはなによりもまず、戦争への基本動力をなしたと見敬されたドイツの重工業
コンツェルンなり、日本の財閥なりの処理いかんにかかわっていたといってよい。したがって、その政策の転換も、
こうしたコンツェルンなり財閥なりの処理を不徹底化させつつ、その復活を公然化させることにその焦点があったの
である。これはまさに、ヤルタないしポツダム路線の否定の上にの承成り立つものである。第一次大戦後のドイツ処
理の中核をなしたヴェルサイユ路線は、その路線を姪桔とするドイツによって否定されていったのに対し、第二次大
戦後のヤルタ・ポツダム路線は、その構築者自身がそれを梗桔とすることによって否定されていったのである。
史上初のソヴィエト・ロシアの成立は、高度に発展した資本主義諸国にとってはまさに青天の騨躍であったがため
に、ただちにその打倒を目指してそれら諸国を対ソ干渉戦争へと駆り立てていったが、それも水泡に帰すると、それ
ら諸国は緩衝地帯を設定してソヴィエト。ロシアを隔離し、封じ込める政策を展開したのである。あたかも悪しき伝
染病患者を隔離。幽閉し、外部の者が近づけないようにそこに防疫線を設けるようなものである。しかし、防疫線の
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設定は健康な者の自衛手段であって、それなしにはその生命の維持すら覚束ない。資本主義も同じであって、緩衝地
帯の設定自体はｌソヴィ壜卜・ロシアの出現によってはじめて蓬されたものであったがｌ資本主義の自衛薑
であり、その生命の維持に不可欠なものであることはいうまでもない。したがって、大戦後の資本主義的再編の課題
は、単なる市場の再分割にとどまらず、市場再編とは異質な次元の問題である対社会主義というふずからの生命の維
持・保存をも同時に遂行していかなければならないという点で、まさに資本主義は社会主義への過渡期性格を明確に
してくるといってよい。しかしながら、第二次大戦後になると、その緩衝地帯をすら喪失してくる。ふずからの生命
の維持・保存のために欠かすことのできなかった緩衝地帯をすら設定不能に陥った第二次大戦後の資本主義は、その
維持・保存装置をいかにして確保していけるのであろうか。疫病を防ぐ手段すら失われたとすれば、健康者の生命は
常に外部（Ⅱ医者）の力に依存しつつ、死と対決していく以外に方法はない。しかし、その医者ですら、その危険か
ら安全であるという保証は全くない。かくして、資本主義は常に社会主義と直接的な対決を余儀なくされていくが、
その手段は一義的には政治的・軍事的なものにならざるをえない。まさに資本主義は、みずからの生命の維持・保存
をはかろうとすればする程、死に近づいていくという歴史の．〈ラドックスに陣吟していくのである。この意味で、第
二次大戦後の資本主義は過渡期性格をより明確に、またより深化させたといえる。いわば現代資本主義の第一段階を
緩衝地帯の設定にあるとすれば、その第二段階は緩衝地帯の喪失、レーニン流にアナロジヵルにいえば、現代資本主
義の般高（最終）段階にあるといえよう。
追記本研究に関して法政大学より特別研究助成金を受けた。本稿はその報告の一部である。記して感謝を申し上
げる。
